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Ⅳ 人権が尊重される社会の形成 

（１）男女平等参画を阻害する暴力への取組 

Ⅳ－１ 配偶者暴力 

１．各機関等における暴力相談件数・相談の状況 

   （全国・都の配偶者暴力相談支援センター、警視庁、区市町村） 

 
図表Ⅳ－１－１ 配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数の推移（全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：件数は、被害者本人からの相談件数 

資料：内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの暴力が関係する相談件数等」（平成 26年度分） 

平成 26（2014）年度に全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた配偶者暴力に関する相談件

数は 102,963件であり、配偶者暴力防止法が全部施行された平成 14（2002）年度以降、毎年度増加

している。 
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図表Ⅳ－１－２ 配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数（全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1：全国 247 か所の配偶者暴力相談支援センターにおける被害者本人からの相談件数等を集計（平成 26（2014）年 4

月 1日から平成 27（2015）年 3 月 31日） 

注 2：東京都の相談件数は、東京ウィメンズプラザ、東京都女性相談センター、港区家庭相談センター、板橋区配偶者暴

力相談支援センターの相談件数の合計 

資料：内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの暴力が関係する相談件数等」（平成 26年度分） 

平成 26（2014）年度に全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた配偶者暴力に関する相談数合

計 102,963件を都道府県別にみると、東京都が 11,983件と全国で最も多く、全国の 11.6％を占めてい

る。 
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図表Ⅳ－１－３ 都内相談件数の推移（東京都配偶者暴力相談支援センター・区市町村・警視庁） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1：相談件数には被害者本人以外からの相談も含む。 

注 2：都支援センターの相談件数は、東京ウィメンズプラザ及び東京都女性相談センターの相談件数の合計 

資料：東京都生活文化局調べ 
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は全体として増加傾向にある。 
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図表Ⅳ－１－４ 配偶者暴力相談支援センターにおける相談からみた被害者の属性（都） 

＜被害者の性別＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜年齢＞                  ＜加害者との婚姻関係＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1：東京都配偶者暴力相談支援センター（東京ウィメンズプラザ及び東京女性相談センター）が実施した配偶者暴力被 

害者本人の電話相談及び来所相談を対象に集計（平成 26（2014）年 4月から平成 27（2015）年 3月） 

注 2：＜年齢＞と＜加害者との婚姻関係＞は、＜被害者の性別＞が「女性」の 7,130人を対象に集計 

注 3：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。 

資料：東京都生活文化局調べ 

東京都配偶者暴力相談支援センターにおける平成 26（2014）年度の相談からみた被害者の性別は、

女性が 98.7％を占めている。女性被害者の年齢は 40 歳代が最も多く、24.6％となっている。女性

被害者の加害者との関係では、「婚姻届出あり」が 82.4％を占めている。 
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２．警察が取り扱った配偶者暴力の状況 

 
図表Ⅳ－１－５ 警察が取り扱った配偶者暴力の状況の推移（全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1：認知件数は、配偶者からの身体に対する暴力または生命等に対する脅迫を受けた被害者の相談等を受理した件数 

注 2：認知件数には、婚姻関係等が解消したものも平成 16年 12月 2日から計上している。また、配偶者暴力防止法の 

改正により、平成 20年 1月 11日から「生命等に対する脅迫」を受けた相談等についても計上している。 

資料：警察庁「平成 27年中のストーカー事案及び配偶者からの暴力事案の対応状況について」 
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３．保護命令発令件数 

 
図表Ⅳ－１－６ 配偶者からの暴力に関する保護命令発令件数の推移（都・全国） 

＜都＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：警視庁「配偶者からの暴力事案の概況」(平成 27年) 

 
＜全国＞ 
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４．配偶者暴力における一時保護件数の推移 

 
図表Ⅳ－１－７ 配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数の推移（都） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1：母子、単身の別は、入所時の状況による区分である。 

注 2：一時保護とは、暴力から逃れ、家を出た被害者や子供たちの安全を確保するため緊急に保護することが必要である

と認められる場合等に、被害者本人の申請に基づき保護することをいい、上記件数は、配偶者暴力防止法第 3 条第

3 項第 3号による件数を指す。 
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100

175
212

276 283 286
258

205
259

219
160 154 157 176

220

127

161

277

338 326 322 385

337

317
344

276 303
351 321

320

227

336

489

614 609 608

643

542

576
563

436
457

508 497

540

0

100

200

300

400

500

600

700

平成12

（2000）

年度

平成13

（2001）

年度

平成14

（2002）

年度

平成15

（2003）

年度

平成16

（2004）

年度

平成17

（2005）

年度

平成18

（2006）

年度

平成19

（2007）

年度

平成20

（2008）

年度

平成21

（2009）

年度

平成22

（2010）

年度

平成23

（2011）

年度

平成24

（2012）

年度

平成25

（2013）

年度

平成26

（2014）

年度

（件） 単身 母子



Ⅳ 人権が尊重される社会の形成 

100 

 
５．婦人相談所における夫等の暴力により一時保護された女性の人数の推移 

 
図表Ⅳ－１－８ 婦人相談所における夫等の暴力により一時保護された女性の人数の推移（全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：一時保護委託分を含む。 

 

厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課「平成 26年度 婦人保護事業実施状況報告の概要」 
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６．配偶者間における犯罪の検挙件数の推移（全国） 

 
図表Ⅳ－１－９ 配偶者間における犯罪の検挙件数の推移（全国） 
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＜暴行＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1：解決事件を除く。 

注 2：配偶者には内縁関係にある者を含む。 

注 3：いわゆるドメスティック・バイオレンスによる暴力事件だけではなく、例えば、殺人では嘱託殺人、保険金目的殺

人等、配偶者間における多様なものが含まれる。 

資料：警察庁「平成 25年の犯罪情勢」 
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７．配偶者間における犯罪の検挙状況 

 
図表Ⅳ－１－１０ 配偶者間における犯罪の検挙事案に占める被害者の男女比（全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1：平成 26（2014）年の数値。 

注 2：解決事件を除く。 

注 3：総数は、殺人、傷害、暴行の検挙件数の合計を指す。 

注 4：配偶者には内縁関係にある者を含む。 

注 5：配偶者による暴力事件には、いわゆる配偶者からの暴力事件だけでなく、例えば、殺人では嘱託殺人、保険金目的

殺人等、多様なものが含まれる。 

資料：内閣府「平成 27年版男女共同参画白書」 

 

配偶者間における殺人、傷害及び暴行事件の検挙件数をみると、平成 26（2014）年は 5,807件とな

っており、被害者の 93.3％を女性が占めている。殺人については、女性の被害者の割合が 58.6％で

あり、傷害・暴行に比べて低くなっている。 
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